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本書は中小規模の医療機関を対象に大地震発生時の患者や職員の安全確保、災害時の医療継続(医療ＢＣＰ)の

確立に必要な対策や情報をまとめています。

NPO法人耐震総合安全機構(JASO)では、中小規模の医療機関に対応した耐震総合安全性の確保と医療ＢＣＰに

ついての基準を作成するため、医療施設耐震化委員会を組織し、2014年8月に「JASO医療施設の耐震対策ガイ

ド」[内部資料]をまとめました。本書はその簡易版として、多くの医療施設の管理者や医療従事者に対して耐震

化に関する知識を広げ、大地震の備えとなるよう、分かりやすく要点をまとめてあります。

この「病院耐震ガイド」を手引きとして、それぞれの施設に適した方法や手順により医療BCPを確立し、大地

震に対する備えが実現することを願います。

「病院耐震ガイド」発行について

耐震化のキーワード

１．大地震とは
これまで発生した地震の規模や被害状況を検証し、都市インフラへの被害や広域災害が

発生する可能性が高い震度６以上の地震

２．医療ＢＣＰ
大地震による広域災害の際、患者や職員の生命、安全を確保し、災害時医療体制により

医療活動を継続すること [BCP=Business Continuity Plan]

３．「ハード」の耐震化＝施設の耐震化
大地震に耐え医療活動が可能な施設環境を確保するための建築物、建築設備の耐震化

旧耐震基準や耐震診断不適合の建築物の耐震補強

４．「ソフト」の耐震対策＝災害時の医療体制づくり
大地震による施設機能の低下や医療環境の悪化を想定した災害時の医療体制

訓練や改善を繰り返し、永続的な運用ができる組織を整える

５．二次部材の耐震化
建築物の構造体以外の部材や部位など二次的な施設構成部材の耐震化

地震による二次部材の被害は避難、救助活動の障害や施設機能の低下要因となる

６．「水」と「電気」の確保
飲用水は備蓄可能ですが、衛生環境を維持するための水の補給は大きな課題

電気は設備機器や医療機器を稼働させるエネルギーとして必須

７．旧耐震基準と新耐震基準
旧耐震基準：1981年5月末以前に建てられた建築物で耐震診断による安全確認が必要である

関東大震災クラスの地震(震度5程度)では倒壊しない耐震性を有する

新耐震基準：震度6強から7の地震で倒壊、崩壊しない耐震性を有する



柱の破壊 天井落下 カルテ散乱 家具の移動・転倒

エレベーター扉破壊受水槽破壊落下物・基礎のズレトランス脱落

地震被害の実例と課題
POINT ○これまでの地震とその特性を理解する

○医療施設に特有の被害を想定し、対策を検討する

○震災対応と復旧状況を学ぶ

１．主な地震とその後の対応

■宮城県沖地震 [1978年 M7.4 震度5]

この地震を契機に1881年建築基準法が改正され「新耐震基準」となった。

近代的な装備の病院が初めて見舞われた地震災害で本格的な調査、報告が行われた。

■阪神淡路大震災 [1995年 M7.3 震度7]

大規模な都市型地震で電気・ガス・水道、交通、通信がマヒ。広域な火災被害も発生した。

旧耐震基準の建築物に被害が集中し、医療施設も被災した。また、医療チーム「DMAT」が

発足するきっかけとなった。[DMAT=Disaster Medical Assistance Team]

■新潟県中越沖地震 [2007年 M6.8 震度6強]

広域な停電や交通マヒ、断水等で地域社会の都市インフラが破壊された。

アレルギー患者や慢性患者への投薬の供給などが課題となった。

■東日本大震災 [2011年 M9.0 震度7]

大規模な余震の継続。津波や原発事故により広域的で壊滅的な二次災害が発生。

広域災害への対応として「DMAT」の活躍や医療機関の連携が機能した。

1

２．大地震による医療施設の被害例

■建築構造体
新耐震基準の建築物は

倒壊の実例がほとんどあ
りません。旧耐震基準の
建築物の耐震化が急務と
なります。

■建築二次部材
耐震化の基準づくりが

進められている。天井の
落下や仕上材の散乱は二
次被害の発生や避難・救
助活動の障害となります。

■待合・外来
ガラスの飛散、固定で

きないカルテや物品の散
乱が想定されます。

■病棟
一般に上階に設けられ

ているため、揺れが大き
くなる傾向があり、物品
等の落下や飛散等による
二次被害が生じます。

■電気設備
電気機器自体の被害や

停電により2～7日の復旧
期間中は施設機能が制限
されます。

■自家発電
自家発電が作動し、緊

急時の対応に移行します
が、発電機の型式や燃料
備蓄条件により運転可能
時間が異なります。

■給排水
受水槽や配管の被災、

停電によるポンプの停止
で断水が発生し、衛生環
境の悪化を招きます。

■エレベーター
本体の損傷やロープの

外れなどが多発している
ため、機器の耐震化や遠
隔制御等の対応が急務で
す。



大地震の際発生する広域災害は、都市インフラの断絶や周辺地域の二次災害を伴います。その
ことによって生じる停電、断水、ガス停止、物資輸送の停滞等は施設機能を大きく低下させ、普
段とは異なる環境での医療を強いられます。そのため、被害状況を想定し、準備や訓練を繰り返
し、災害時の体制を確認しておくことが大地震の備えとして重要です。また、これまで発生した
大地震の実例を検証することで、施設の耐震化に役立てていくことができます。

中小規模の医療機関は診療科目や運営環境、地域性等により、災害時の医療体制づくりが異な
るため、それぞれの施設の特性を生かした対応が求められます。

地震の規模と広域災害
POINT ○広域災害時は停電、断水、ガス停止等が起こる

○近隣建築物の倒壊や火災、土砂崩れ等の二次災害にも注意

○施設の立地や構成等を検証して対策を立てる

２

職員住宅

土砂災害
土石流
がけ崩れ
擁壁の崩壊
樹木の倒壊

構造体の、亀裂
二次部材の破損
設備の破損

医療機器のダメージ
エレベーター停止
電子データの破損
家具、備品の転倒

火災の発生

敷地内設備
ダメージ

洪水・液状化

敷地内配管の破損
(水道・ガス・排水)

停電

設備機器の破損
看板等の落下

屋上

施設内

周辺地域

屋外
ガラス・タイル等の落下

ブロック塀の倒壊
地盤のヒビ・液状化

避難、供給経路の破断

敷地内

職員の確保困難
(夜間、休日等条件により異なる)

■周辺環境の安全性向上
・建築物、設備を崖から離す
・崖面の補強
・防護壁の設置
・電線、配管のルート迂回

・落下物の除去
・塀やポール等の補強
・安全通路の確保
・避難空地の確保

■耐震安全性の向上
・構造体の耐震補強
・建築二次部材の耐震化
・設備の耐震化
・避難通路の安全確保
・家具、備品類の固定
・食料、薬品、燃料の備蓄

・付帯建築物の耐震化
・機器、配管の耐震化
・設備ルートの二重化
・バックアップ設備

(発電機/井戸/LPG等)
・エネルギーの備蓄

■耐震性の向上
・機器、配管の耐震化
・配管ルートの検証

■地震後の職員確保
・建築物の耐震化
・連絡網の整備、多重化
・隣接への居住(徒歩圏)
・職員寮、保育施設整備

・都市ライフラインが復旧するまでの間
自家運営可能な環境を整備する

■都市インフラ被害
・電線の断絶(停電)
・水道管の破損(断水)
・排水管の破損
・ガス管の破損
・物資輸送の停滞

一般建築物

取引会社
サプライ業者
メンテ業者

交通のマヒ

■二次災害
・広域火災
・ビルの倒壊
・液状化
・土砂災害
・津波

火災発生

広域災害と施設被害のイメージ

震 度 建 物

中
地
震

4 瞬間的にアルミサッシのガラスとガラス留めがずれてビシッと音を立てる

5弱 耐震性を謳っている家屋では柱や梁などの接合部分の軋む音が鳴る

5強
耐震性の低い建築物では、壁や柱に大きな亀裂が入るものがある。耐震性の高
い建築物でも壁に亀裂が入るものがある

6弱
耐震性の低い建築物では、壁や柱が破壊されるものがある。耐震性の高い建築
物でも壁、梁、柱などに大きな亀裂が生じるものがある

大
地
震

6強
耐震性の低い建築物は倒壊するものがある。耐震性の高い建築物でも、壁や柱
が破壊するものがかなりある

7 耐震性の高い建築物でも、傾いたり、大きく破壊されたりするものがある

中地震：おおむね震度5弱程度 大地震おおむね震度6強以上



２．構造体の被害例

３．建築二次部材の被害例

４．建築設備の被害例 ５．医療機器の被害例

柱、梁の破壊

建築物の安全が確保が
できないため、施設外へ
の避難が必要となり、医
療活動の継続は困難にな
ります。

耐力壁の破壊

耐力壁や床、階段等、
構造体の主要部の破壊は、
建築物の安全が確保でき
ないため、医療活動の継
続は困難になります。

仕上材の脱落

家具の転倒
天井や壁仕上の脱落や

物品の転倒・散乱は、負
傷の原因や避難・救助の
障害になります。また、
情報が混乱し被害実態の
把握や患者への処置に支
障が生じます。

ガラスの破損
ガラス片の散乱は、負

傷者を増やす危険がある
ため、速やかな回収作業
が必要です。また、屋外
側に落下した場合は、第
三者への重大な事故につ
ながる可能性が高いため、
注意が必要です。

設備配管の脱落

給排水配管の脱落や受
水槽の破損は、トイレや
水道の使用が困難となり、
施設の衛生環境悪化の要
因になります。

医療機器の損傷

検査機器、測定機器、
生命維持装置等の損傷は
災害時の医療に大きなダ
メージをもたらします。
特に重要度の高い装置は
非常電源や二重化などの
対応が必要です。

突然の大地震の際、冷静で的確に対応することは、とても難しいことです。施設が被災し、普
段の業務環境がどのような事態に陥るか、これまで発生した大地震の実例を自身の施設環境と照
合して検証することが重要です。特に災害時に施設機能の低下につながる二次部材と設備の耐震
対策は、施設の現況診断を行い、災害時の医療体制と協調した耐震化を検討する必要があります。

地震災害への備えは、診療科目やベッド数、運営体制、地域性などが医療機関毎に異なるため、
各施設に適正な方法を検証し、実施することが望まれます。

１．周辺地域の被害例

周辺地域の被害例
・火災

・液状化、地盤沈下

・土砂災害

・建築物の倒壊

・橋梁、道路の破損

・電気、水道、ガスの停止

・通信、情報網の混乱

近隣災害・交通障害
周辺建築物の倒壊や火

災等の二次災害は、交通
障害を発生させ物資の輸
送や患者の搬送などに支
障をきたし、復旧の遅れ
につながる他、負傷者数
の増加をもたらします。

施設被害の実態
POINT ○構造体の安全確保は最優先で取り組む

○二次部材や設備の被害は地震後の医療環境の低下を招く

○物品の散乱や通信設備の被災は、医療の混乱につながる

３

広域火災 交通障害

柱破壊 耐力壁破壊

仕上材脱落・家具転倒 窓・ガラスの破損

配管の脱落 放射線機器転倒



関連諸室 被害想定 対策

病棟

部門

病室・観察室・回復室

デイルーム・収納・浴室

スタッフステーション・
準備室・休憩室・当直室

・家具類の移動、転倒
・生命維持装置の停止
・二次部材の脱落、破損
・設備配管、空調機脱落
・避難経路の障害
・医療機器の破損、停止

・家具、医療機器の固定
・医療機器への電力供給
・二次部材の耐震化
・重篤患者の生命維持
・非常電源確保

外来

部門

一般外来(各科診察室)

救急外来(救急処置)

受付・待合(受付・問診
等)

・家具類の移動、転倒
・情報の混乱、消失
・外来患者の混乱
・二次部材の脱落、破損
・設備配管、空調機脱落
・ガラス散乱

・家具、備品類の固定
・ＰＣ類への電力供給
・二次部材の耐震化
・網入ガラスや強化ガラス
の使用

・患者診療中断、安全誘導

診療

部門

生体検査・検体検査

放射線室・手術室

理学療法・作業療法室

透析室

・医療機器の移動、転倒
・医療機器の破損、停止
・家具,器具の転倒･脱落
・書類、備品類の散乱
・二次部材の脱落、破損

・医療機器の電力供給
・空調、換気機能の持続
・検診車両等の確保
・診療中断、安全確保
・非常電源確保

供給

部門

薬剤科・中央材料室

厨房・食品庫

リネンサプライ・備品庫

備蓄庫・医療廃棄物庫

・棚の移動、転倒
・保管物の散乱
・機器類の機能停止
・汚染物質の散乱
・火災発生
・電気､ガス､水道停止

・棚類の転倒防止､固定
・医療、検査機器の固定
・備蓄物資の確保
・サプライヤーとの連携
・衛生環境の確保

管理

部門

事務室・院長室・医局

会議室等 ・家具や棚の移動･転倒
・PCデータの破損、消失
・情報、通信の混乱
・二次部材の脱落、破損

・棚、機器類の固定
・情報、通信機器の電源
・PC類の無停電化
・災害時対策本部の設置
・情報収集、指揮管理

付帯施設
共用部分

託児所・職員寮

駐車施設

受変電設備

予備電源装置

給排水設備

空調換気設備

・隣接地による二次被害
(建築物倒壊･火災･崖崩等)

・車両火災
・屋上機器、看板の落下
・外周への落下物事故
・基幹設備の破損

・二次被害への対応策
・設備機器の固定
・機器の耐震化・二重化
・定期的な点検と修繕
・託児所、職員寮の確保

大地震が医療施設の各診療部門に及ぼす被害を下表にまとめました。各施設毎に環境や使用状
況は異なりますが、想定される被害を各部門の関係者が把握し、事前に対策を検討しておくこと
が耐震化や災害時の医療体制を構築する第１歩となります。

各部門の特性を詳細まで整理し、被害の想定と対策を検証することにより、施設の耐震化(ハ
ード面)と災害時の医療体制(ソフト面)が調和した総合的な耐震化が実現できます。

各部門の被害と対策
POINT ○各診療部門毎に被害を想定し、適切な耐震化を行う

○二次部材の耐震化、医療機器や家具の固定がポイント

○停電や断水対策、備品類の備蓄など細部にわたる検証が重要

４



医療ＢＣＰ(災害時の医療継続)
POINT ①患者と職員の生命を守り、災害時医療に移行する

②災害時の医療体制を確立し、広域災害への対応を可能にする

③施設の構造体・二次部材・設備等の耐震化と永続的な維持管理

大地震が発生した場合、患者や職員の安全を確保し、災害時医療体制により医療活動を継続で
きるよう、ハード面とソフト面が調和した施設の耐震化が求められています。ただし、現在、地
域医療を担う中小規模の医療機関を対象とした医療継続の基準は整っていません。

耐震総合安全機構では大地震が発生した際、被災住民の大きな助けとなる中小規模の医療機関
を対象とした耐震化マニュアルをまとめ、従来の耐震総合安全性の概念に「患者・職員の生命を
守り、医療を継続する。」ことを加えた「医療ＢＣＰ」の考え方を整備いたしました。

・患者、職員の生命、安全確保

・被災者住民への医療提供

・慢性患者の病状維持

患者・被災住民の生命を

守るため適切な医療を提

供する

大地震や二次被害の際の

災害時の医療体制づくり。

施設機能や環境を整備する。

現況を診断し、耐震化プロ

セスに基づき耐震化に取り

組む

耐震総合
安全性の確立
訓練と改善

患者・被災者の
生命を守るため
医療を継続する

施設の耐震化
災害時の

医療体制づくり

・ハード面(施設環境)とソフト面

(災害時医療体制)の連携

・総合的な耐震化

・持続可能な維持、管理、運営体制の確立

・施設の現況を診断

・施設特性に適した耐震化

・耐震化実現のための組織づくり

目的手段方法

医療ＢＣＰ施設の耐震化

・構造体
・二次部材
・建築設備
・医療機器

災害時の
医療体制

・耐震化委員会
・震災時診療
・訓練、連携

災害時の
医療継続

ハードソフト

■医療ＢＣＰの確立と実践イメージ

～「それぞれ」の段階で「いろいろ」な方向から「さまざま」な要素を検証する～

５

災害時の
医療体制施設の

総合
耐震化

総合耐震
計画・準備

バックア
ップ

耐震総合
安全性
確立

施設の
耐震化
実施

維持・管理
計画

耐震化
の目標

耐震
補強

耐震
診断

予算
化

スケジ
ュール

既存施
設診断

耐震化
委員会
設置

訓練
改善

地域
連携

大地震時
の

被害想定

備蓄
計画

人員
確保

患者・被災
者の生命
を守る

災害時
医療活動

情報収集

人員
配置

被災者
受入れ

入院
患者の
医療

情報
収集

安全
確保

バック
アップ

医療
機関

行政

被災部の
復旧活動

準備段階 体制づくり 医療ＢＣＰ確立

・給排水
・電気
・空調
・情報

補助
金



施設の総合的な耐震化を進めていく場合、施設の全体像を把握し、現況を診断する必要があり
ます。診断結果を検証することで、具体的な対策を立てることができます。耐震化のスケジュー
ル作成や施設の整備方針、必要な費用の目安などは、各医療機関の特性により異なります。その
ため、医療施設の設計や総合的な耐震化の知識に詳しい建築士などの専門家と共に作業を進め、
施設特性に合った耐震化とそのプロセスを作成し、実行に移すことが望まれます。

耐震総合安全機構(JASO)では、耐震化の計画やプロセスの実施をサポートするアドバイザーを
派遣し、効率的な耐震化の手助けを行っています。

耐震診断：構造体の耐震診断

施設調査：建築二次部材の劣化度、老朽度の調査

設備調査：使用機器の点検、性能等の調査

修繕履歴：施設の増改築、修繕等の履歴を整理

医療活動：診療特性や運営方針等の現況を整理

STEP１

施設診断

耐震診断

目標設定：目標の耐震グレードを設定

整備項目：施設特性を分析し、耐震化項目を設定

部門連携：各部門の細かな要望を整理

組織発足：耐震化委員会の設置

優先順位：施設特性に適した耐震化プロセスを作成

STEP2

計画作成

診断結果分析

耐震要素：構造、建築、設備、医療機器等

工事規模：全体工事、部分改修、軽微な修繕等

整備手順：実施スケジュール作成

事業計画：事業の予算化。補助金や資金計画等

STEP3

実 行

構造体の耐震改修

整備完了：常に大地震への備えが整っている状態

本格運営：耐震化委員会により医療BCPを運用

維持管理：経年による性能低下、劣化箇所の修繕

訓練実施：被害を想定した訓練の実施

性能向上：訓練結果を分析し、改善を加える

継続的な訓練

医療ＢＣＰ確立プロセス
POINT ○単純な要素を１つ１つ検証し、整備目標をまとめる

○施設の特性を客観的に整理し、効率的な計画を作成する

○専門性が高いため、耐震化アドバイザーとの協働で進める

６

STEP4

整備完了



大地震予知は確立された技術ではありません。いつ大地震が発生しても速やかに災害時医療体
制に移行することが求められます。下図はこれまで発生した大地震を参考に地震後の状況をまと
めたものです。震災直後の安全確保から災害時医療体制への移行、施設機能の復旧、都市インフ
ラの回復など、フェイズ毎に災害時の医療環境は変化し続けます。

災害時医療体制は大地震により広域災害が発生することを想定し、準備することが基本となり、
都市インフラの復旧計画や各サプライ業者との事前調整により備蓄量や自給活動期間を想定する
こととなります。

自
家
発
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持
・
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診
療
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間
）
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市
イ
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電
気
・
水
・
ガ
ス
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の
復
旧

物
流
・
社
会
活
動
の
回
復

大地震
発生

大地震発生直後
①入院患者・外来患者・職員の生命と安全を確保
②火災などの二次災害抑制行動

フェーズ

1
初動対応

地震発生～1時間 初動対応期
①災害時の医療体制に移行
②院内被災者、重篤患者への医療行為
③対策本部開設。院内の情報収集(安否確認・被害状況)
④二次災害の防止行動(火災・危険箇所の応急対策など)

フェーズ

２
即時対応

～24時間 即時対応期 [発生後１日]
①入院患者への病状維持対応
②被災住民の受け入れ
③職員の集散指示
④広域情報の収集、外部機関との連携

フェーズ

３
緊急対応

～72時間 緊急対応期 [発生後3日]
①入院患者の病状維持、安定化
②被災住民の診療継続
③慢性疾患者への対応
④故障、破損設備の応急復旧

フェーズ

４
応急対応

～1週間 応急対応期 [発生後7日]
①活動基盤の整備(診療環境、休憩所確保)
②施設の基本機能復旧開始
③都市インフラ(電気・水道・下水・ガス)、物流の復旧
④医師、職員の休養体制の調整

フェーズ

５
復旧対応

～1ヶ月 復旧対応期 [発生後30日]
①通常医療体制への移行
②被害箇所の修繕
③施設損傷箇所の本格復旧

フェーズ

６
回復期

1ヶ月～ 基本機能回復期 [発生後30日以上]
①通常医療体制
②施設性能の修復作業
③協力機関との情報共有

大地震発生後の対応
POINT ○いつ大地震に見舞われても対応できるよう準備しておく

○地震発生後は時間経過とともに対応や医療環境が変化する

○都市部、郊外、遠隔地などにより広域災害への対処は異なる

７



耐震ＢＣＰを確立させるためには、中長期的な取り組みが必要です。技術的、性能的な視点だ
けでなく、施設の耐震性を整え、安心して活用できる環境づくりや施設機能の維持など持続的な
活動を前提とした「耐震化委員会」などの組織づくりが重要です。

また、施設の耐震化完了後も定期的な訓練や点検を行い、施設機能の改善を続けることで災害
時の医療環境を適切に維持することができます。

耐震
ＢＣＰ

永続的な
施設機能
の維持

新しい
耐震機能

耐震改修

●施設の特性を診断

1.実情に合った細部の耐震化

2.各部門の連携

3.施設機能の合理化

エネルギー
対策

●効率的なエネルギー活用

1.非常時の自家発電

2.備蓄、供給計画

3.エネルギーロスの削減

●簡単で分かりやすい環境整備

1施設情報の一元化

2.職員による施設点検の実施

3.維持管理費用の適正化

4.機器類の標準化

●強い施設環境をつくる

1.新耐震構造基準の準用

2.二次部材の耐震化

3.機器・備品類の耐震対策

4.工作物の耐震化

訓練
分析
反映

●常に危機意識を持つ

1.定期的な訓練の実施

2.訓練結果の分析

3.結果を耐震化に反映

連携体制

●災害時の支援協力体制

1.行政機関との連携

2.他の医療機関との協力体制

3.地域住民との交流

4.サプライ業者との協力

耐震化委員会
災害時の医療継続を実現するための組織

耐震化の準備
POINT ○医療ＢＣＰは永続的な取り組みとなる

○耐震化委員会の設置

○耐震体制確立後は訓練と改善のサイクルを回し続ける

８

施
設
の
点
検

問
題
点
の
整
理

改
善
計
画
作
成

改
善
の
実
施

災
害
時
体
制
確
認

教
育
・
訓
練

耐震体制確立後の機能維持のサイクル

■耐震化委員会の役割

①大地震や広域災害に耐えられる施設環境を整える

②2次部材や建築設備、医療機器等の性能を担保するため、継続的な管理を行う

③災害時の医療体制を確認するための定期的な教育や訓練などを実施する

④ハード面(施設)とソフト面(運営)の調整や部門間の情報交換、連携などの調整を行う

⑤防災計画、事業計画、スケジュール、予算化など耐震化に向けた実務を担う



耐震
グレード

グレード
Ⅰ

グレード
Ⅱ

グレード
Ⅲ 適用外

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ

医療
体制

災害時医療体制に基
づく外来や入院患者
の医療行為が可能。
重篤患者への医療環
境を確保。
被災住民の受け入れ、
診療が可能。

災害時医療体制に基
づく入院患者の医療
行為、重篤患者の生
命維持が可能。
被災住民の受け入れ、
診療が可能

災害時医療体制に基
づき外来・入院患者
の安全を確保、生命
維持を優先。
重篤患者は連携施設
に移転。
被災住民への医療行
為は不適。

震度６以下で安全性の
確保が不十分であり、
患者、職員の安全確保
は困難。

耐震
性能

建築基準法の1.2倍程
度の耐震性を保有。
建築二次部材の耐震
化が行われ、設備は
機器や配管などの耐
震固定とシステム的
対応が行われている。

建築基準法の耐震性
能を保有。
災害時医療の診療部
分は建築二次部材の
耐震化が行われ、設
備は機器や配管など
の耐震固定とシステ
ム的対応が必要に応
じて行われている。

建築基準法の耐震性
能、或いは同等の性
能を保有。
二次部材の耐震化ま
では求めない。
設備は機器や配管な
どの標準的耐震固定
が行われている。

旧耐震基準で耐震診断
不適格、又は未実施。
建築物の安全性は担保
されないため、早急な
耐震対策が必要。

医療
継続

通常医療に近い診療
環境で、医療が提供
できる。
高度医療、透析等の
特殊医療は個別の耐
震対策が必要。

制限はあるが一定の
医療環境を確保し、
診療が可能。検査機
器や医療機器の使用
は制約を受ける。

最低限の医療環境を
確保。
医療行為は応急処置
等に限り提供可能。
被災状況によっては
医療継続ができない
可能性が生じる。

医療継続に必要な耐震
性が不十分。
震災時の医療は期待で
きない。
患者の受け入れは適さ
ない。

施設
性能

自家用電源を整備し、
検査や緊急手術等の
実施が可能。
主要設備は二重化に
よりリスクを回避。

自家用電源を整備し、
生命維持に必要な施
設機能を担保する。

軽微な自家用電源に
より施設機能の一部
に電力を供給。

被災し、著しい機能低
下の可能性が高いため、
早急な改善が必要であ
る。

自家用電源 ～1週間 ～72時間 30分～

施設規模 90床以上 20～90床程度 20床未満

診療特性
透析・高度医療
高齢者医療

一般診療 一般診療

その他
ICU(集中治療室)
透析・高度医療

救急指定

耐震化に取り掛かるためには、まず既存施設の現況把握が欠かせません。構造体の耐震性、二次
部材の安全性、設備機器や医療機器の耐震対策などのハード面と診療特性や運営体制などのソフト
面を検証して、施設の実情に合った医療ＢＣＰの耐震グレード(災害時医療継続性のグレード)を設
定します。（耐震グレードは特に統一された規格ではありません。）

■医療ＢＣＰの耐震グレード

耐震グレード
POINT ○現在の施設を診断し、現況を把握する

○医療ＢＣＰで目標とする耐震クレードを定める

○施設に適した耐震化の目標設定とプロセスづくりが重要

９

耐震性高い 低い



１
建替え型

施
設
環
境
の
改
善
・
向
上
の
度
合
い

高
い

低
い

建築物の耐震化
POINT ○運営を継続しながら改修工事を実施するため、工事計画が重要

○施設の現況に適した耐震化の手法、補強箇所を検討する

○実効性の高い耐震対策から実施する

10

２
改修型

[一括整備]

３
改修型

[段階整備]

４
改修型

[部分整備]

５
改造型

耐震化に取り掛かるためには、まず既存施設の現況を診断し、耐震化の方針をまとめる必要があ
ります。構造体の耐震性、二次部材の安全性、設備機器や医療機器の耐震対策など(ハード面)と災
害時の医療体制や各部門担当者などの協力体制(ソフト面)を確認しながら、施設の実情に合った医
療ＢＣＰ実現に向けた環境整備が求められます。

耐震化の方針は、目標とする医療ＢＣＰをどの耐震グレード(災害時医療継続性のグレード)に設
定するかによって異なるため、細部にわたる検討が必要です。

現況 耐震化

■理想的な施設環境を獲得

増築や建て替えによる施設の耐震化で
ある。免震装置の設置など理想的な医
療環境が実現可能となる。

ただし、代替地の確保や多額な事業費
が必要となるなど課題も多い。

■是正箇所を全てまとめて改修
耐震化の方針をまとめ、施設の問題箇
所を一度に改修する。効率がよい方法
であるが、運営を継続しながらの工事
となるため、工事内容の制約や綿密な
工事計画が必要である。また施設関係
者の協力が不可欠である。

■耐震化の優先順位を設け改修

耐震化の方針をまとめ、効果的な部分
を優先して改善する。運営や資金など
無理がかからないスケジュールで段階
的な耐震化を図る。工事場所や規模を
コントロールし、実情にあった改修工
事が可能であるが、完成までに時間が
かかる。

■有効性が高い部分のみ改修

耐震化の方針をまとめ、有効性が高い
部分のみを改修する。完全な施設環境
の確保は困難となるが、運用面でカバ
ーするなど柔軟な対応により実現性が
高い改修タイプである。

■他の機能を付加した改修
耐震化の要素以外に施設機能を付加し
改修する。改造部分が耐震機能を補う
形で施設環境の総合的な向上を図る。

稼働率の低い病棟階を除却し、建築物
の重量を軽くするなど、各施設で様々
な方法が考えられる。

現況 耐震化

現況 耐震化

現況 耐震化

現況 耐震化



構造耐震指標及び保有水平耐力に係る指標 構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性

(1)
Isが0.3未満の場合又は
qが0.5未満の場合

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高い

(2) (1)及び(3)以外の場合 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性がある

(3)
Isが0.6以上の場合で、
かつqが1.0以上の場合

地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が低い

この表において、Is及びqは、それぞれ次の数値を表すものとする。
Is ：各階の構造耐震指標[Is値=地震力に対して建築物の強度や粘り強さを考慮し、階ごとに算出される指標]
q ：各階の保有水平耐力に係る指標

１．現在の建築物は旧耐震基準か？ 新耐震基準か？

２．旧耐震基準の場合は、耐震診断を実施 (不適格の場合は補強設計+耐震補強へと進む)

３．建築物を軽くすることも耐震化に寄与する(屋上の荷重軽減、外壁仕上の見直し、減築改修等)

４．定期的に構造体の破損、劣化状況、クラック(亀裂)をチェックし、補修する

５．補強設計は施設運営状況を考慮し、工事の安全性、施設環境改善等、総合的な視点で検討する

耐震化のポイント

建築構造の耐震化
POINT ○旧耐震基準の建築物は耐震診断を実施し、耐震性能を確認する

○耐震診断不適格の建築物は耐震補強を実施する

○構造体に被害が生じた場合、医療の継続や安全性の確保が難しくなる
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１．耐震診断と施設の耐震化

1981年5月末以前に建てられた建築物で耐震診断を行い、結果が不適格と判定された建築物は

耐震化が必要です。施設の耐震化は判定指標のＩｓ値が0.6以上(0.8以上を推奨)となるよう補

強設計を行い、その設計内容に基づき耐震補強工事を実施することで完了します。

２．耐震補強について
一般的に医療施設では運営を継続しながら補強工事を行ことになるため、補強設計の段階で

施設の運営状況に合った補強方法を検証し、工事計画を含む設計を行います。補強工事は患者

や職員に多くの負担がかかるため工事関係者と各部門担当者の綿密な調整が必要です。

３．効果的な耐震補強の実現
施設全体を総合的に検証し、耐震性のみならず、避難安全性や機能性、収益性の向上や施設

環境の改善、省エネルギー化などを目指して事業化とすることで、効率的な耐震化が可能とな

ります。一般的な耐震補強は構造体の耐震性確保ですが、高度な計画性が求められる医療ＢＣ

Ｐでは医療の継続性や環境改善、エネルギー消費の軽減等、さまざま要素を組み合わせた総合

的な耐震化が望まれます。

■耐震設計・補強工事の要点

①医療法、建築基準法、消防法等に適合した実現可能な補強設計を行う

②建築物の増築や高さに変更が生じる場合、建築基準法、都市計画法等を検証する

③廊下や階段の幅、病室や主要諸室の面積等に変更が生じる場合、施設基準を検証する

④計画の概要が整った段階で施設基準や手続きについて保健所や厚生局等と事前に相談する

⑤建築確認が必要な場合、既存建築物の適法性や改修内容について、建築主事と事前に相談する



１．各医療機関の特性(規模・診療科目・運営方針等)に合った医療ＢＣＰを構築する

２．周辺環境を踏まえた二次災害への備え(液状化対策、水害対策、土砂災害対策、近隣火災対策)

３．分かりやすい施設構成を目指す(「動線が短く、単純である」、「見通しがよい」など)

４．大地震発生時の避難・救助活動や災害時の医療スペースを踏まえ施設環境の整備を行う

５．外壁の高断熱化や二重サッシなどの省エネルギー対策や風通し等を工夫し、設備性能に頼らなくて

も一定の施設環境が担保できるようにする

６．自治体の助成制度等を調査し、活用する(助成制度の有無や内容は自治体毎に異なります)

耐震チェック

建築計画に係わる耐震対策
POINT ○施設の規模や診療科目、運営等を考慮した耐震化計画が求められる

○分かりやすい平面構成、階層構成、設備構成が重要である

○医療ＢＣＰの目標を具体化し、各部門の対策を踏襲する
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医療ＢＣＰ実現に向けた全体計画では災害時の医療体制に対応した建築計画が求められ、構

造体の他、二次部材、建築設備、医療機器等の耐震化が求められています。また、病床を有す

る病院は24時間休みなく稼動し続けるため、工事計画を踏まえた検討が必要です。その他、施

設環境の改善や効率化、省エネルギー対策等も医療ＢＣＰの重要な要素となります。

１．耐震化事業の全体計画

２．配置計画

敷地内では車と人の分離を図ると共に、緊急車両や物資運搬車両のサーキュレーションを整

理し、災害時の医療体制を想定した施設構成が求められています。主要出入口付近にはトリア

ージや被災住民を受け入れるためのスパース、非常電源、医療ガス等の整備が望まれます。

また、敷地や周辺状況により大地震における二次被害の発生リスクが異なるため、被害を想

定した対策が必要となります。

３．施設構成

平面的には見通しがよく、分かりやすい動線計画が基本となります。階層的には階毎に施設

機能を分けて配置することが望ましく、各部門がコンパクトに連絡できるゾーニング計画が理

想です。また水害や津波が想定される場合は、建築設備や検査室等は上階への配置を検討する

必要があります。ただし、地震の揺れは上階ほど大きくなるため計画時に注意が必要です。

４．防災計画

建築基準法、消防法、医療法等の基準を満たした上で、避難や防災への対応を踏まえ、医療

ＢＣＰを取り入れた防災計画の作成が求められます。また、ベッド数や患者の自力避難能力等、

医療機関毎に対応が異なるため、運営状況に合った計画の作成が必要となります。

５．医療情報

震災時における情報・通信機能の確保は特に重要であり、電子カルテの多重バックアップ、

重要機器の無停電化など、災害時の医療に混乱が生じないよう対策が求められます。



部 材 原 因 対 策 例

天井・壁
仕上材、下地材、取付部分の劣化、強度
不足

定期的な点検と修繕の実施
各部位の問題箇所を補強

ALC・PC板(*1) 建築物の変位や部材の劣化
部材の適正調査を実施
変異に追従できるよう改修

ガラス シール材の硬化や窓枠の変形
シール材の更新。ガラス交換(強化ガラス、
網入ガラス)。飛散防止フィルム

ドア 枠の変形、部材の破損
構造体の変形による影響をなくす
対震建具等への交換

建築二次部材の耐震化
POINT ○二次部材の耐震化は法的整備が進行中

○避難・救助や災害時の医療環境を確保する重要な耐震要素である

○部材毎に耐震性能レベルを設定し、耐震化の指標とする
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建築二次部材は構造部材以外の建築部材(天井・壁などの仕上材、カーテンウォール、ＡＬＣ

板(*1)、タイル、ガラス等)を指します。

１．建築二次部材とは

２．二次部材による被害状況

大地震の被害実例を分析した結果、二次部材による被害は死者数こそ少ないものの、負傷者

の発生や施設機能の低下、医療環境の悪化等の要因となっています。

３．二次部材の耐震化について

二次部材の耐震化は、避難・救助経路や災害時の医療環境を確保する重要な耐震要素となり

ます。負傷者を少なく抑えることで大地震直後の医療活動の負担軽減につながります。

４．耐震性能レベルの設定

過去の被害状況を検証し、大地震による損傷状況をＡ・Ｂ・Ｃの３段階と中地震で損傷する

Ｄで評価し、耐震化の目安としています。

５．被害原因と対策

二次部材の耐震基準は法整備が進行中であることと、部材や部位が多岐にわたるため、専門

的な調査と検証が求められます。下表に主な事項をまとめましたが、施設の状況により原因や

対応策はさまざまです。

*1 ALC板(Autoclaved Lightweight aerated Concrete)=軽量気泡コンクリート板

PC板 (Precast Concrete)=工場で予め製造されたコンクリート板

レベル 二次部材の耐震基準

評
価
レ
ベ
ル

Ａ 小損(機能保持) 部材に幾分かの損傷が見られるものの、機能は確保される

Ｂ 中損(生命保持) 部材に亀裂などの損傷や移動が発生するが、破損や脱落はない

Ｃ 大損(危険) 部材が破損したり脱落し、人命の安全性確保が保障されない

Ｄ 震度５で損傷する可能性がある



１．受変電、基幹設備は定期的な点検の実施が義務つけられている

２．機器類や配線ルートを標準化し、明快で分かりやすい設備構成とする

３．大地震による停電や計画停電を想定し、自家発電の運用計画を作成する

４．非常時用の「負荷(機器)リスト」を作成し、機器の状況を把握しておく

５．生命維持装置には自己完結型の無停電電源装置(ＵＰＳ=Uninterruptible Power Supply)を設置する

６．情報通信の多重化を促進する

電気設備の耐震化
POINT ○あらゆる設備は電気で動くため整備点検は欠かせない

○停電時に備えるため自家発電設備は必須である

○医療ＢＣＰの目標に適合した自家発電設備の選定が重要
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種 類 解 説

電源設備 各機器を稼動させるための電源を供給する受変電設備、発電設備等

制御設備 信号等を送り自動運転やスケジュール運転等を行い機器を制御する

監視設備 電源供給や機器の運転状況を監視する設備

負荷設備 設備機器や照明器具、エレベータ等、電力で稼動する設備

１．電気設備の種別

建築物の電気設備は下表のような種類と役割があり、それぞれ電力配線や信号配線等により

有機的に結合されています。改修や増築を繰り返す毎に複雑化する傾向にあるため、できるだ

け標準化を図り、明快で分かりやすい機器構成や配線が求められます。

２．自家発電設備設置の選定ポイント

①多くの施設で設置されている防災用発電機は、燃料備蓄や性能の問題で運転時間が短いので注意

②自家用発電機はＢＣＰの目標に合った性能や能力のものを選定する

③燃料や冷却水の備蓄、点検、管理責任者の設置等、維持管理体制や費用にも配慮が必要である

④燃料の種類は、軽油(ディーゼル)とガスがあり、供給体制や立地条件を踏まえ選定する

⑤電力供給の優先順位を定める

例：生命維持機器→給排水→情報通信→診療設備→エレベータ→照明→一般空調

⑥持ち運び可能なポータブル発電機の活用も効果的である。(長期間運転には不向き)

３．防災設備 [自動火災警報設備・非常用発電設備・誘導等設備]

防災設備は震災時の火災等による二次災害から施設を守り、患者や職員の避難・誘導を促す

ため、定期的な点検や整備が義務付けられています。

４．情報・通信設備 [放送設備・電話設備・ナースコール・院内ＬＡＮ・電子カルテ等]

震災時における情報・通信機能の維持は、院内情報の把握や救助要請、行政や他の医療機関

との情報交換など特に重要な要素です。情報網や電源供給の多重化など、強い情報基盤整備が

望まれます。また、電子カルテ等医療情報のデータは無停電電源装置の設置を推奨します。

耐震チェック



給排水・空調設備の耐震化
POINT ○地震時の損傷防止には固定と変位吸収で、地震後の設備機能確保は

設備システムで対応する
○上水の遮断に備え井水利用を検討する

○重篤患者の病室や隔離病棟の設備機能確保は二重化などを検討する
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①断水を想定した備えを行う(飲用水の備蓄、井水の活用、受水槽内の水の優先分配先設定)

②受水槽本体を耐震仕様とし、固定部材位、配管取付部などの耐震化と給水ポンプへの非常電

源を確保する

③耐震上不適切な配管は早めに更新する

１．給水設備

①被害事例が多い排水管の折損や脱落に注意が必要である(点検・整備が必須)

②浄化槽の破損、排水ポンプの被災は、施設全体の排水不備を生じ、衛生環境の悪化を招く原

因となるので、被災した浄化槽への応急対策用に必要な資材等を備蓄品として保管すること

を勧める

２．排水設備

①都市ガス：地震時は安全装置の作動で自動遮断される。都市ガス配管被害の復旧は時間がか

かる

②ＬＰガス：供給方式はバルクとストレージがある。地震による被害を比較的受けにくく、地

震後にタンク内の備蓄分を使用でき、補給も比較的容易である

③施設内の配管の劣化、老朽化対策として、早めの更新が望まれる

４．ガス設備

①スプリンクラー設備は地震時の誤作動による放出が少ない予作動式とする

②既設の1号消火栓を一人で容易に操作できる「広範囲型2号消火栓」に改修することを勧める

５．消火設備

６．空調設備

①空調方式は中央式より損傷の影響が少ない空冷パッケージ方式を勧める

②手術室、救急処置室、ＩＣＵ、隔離室等の空調は空調機の分割化や空冷パッケージ方式の

併用による二重化などを勧める

③0.1ｋＮ(約100kg)を超える吊り機器や配管等は「揺れ」を防ぐ耐震支持方法とする

①飲用として常時使用する場合は、ろ過装置の維持や水道法に基づく水質基準検査が必要となる

②雑用水として活用し、非常時の水源として利用する方法が現実的である

③新規の井戸設置に際しては、採水量の制限に注意が必要である

３．井水(井戸水)の活用



部 材 原 因 対 策 例

固定状態
装置として固定されているもの
(Ｘ線装置、無影灯、透析装置等)

固定箇所の点検(劣化、損傷、耐震性の確認)
強度不足の場合、補強を実施

移動型
(キャスター付)

キャスター等で移動し、使用するもの
(ベッド、保育器、エコー等)

ストッパーの稼動確認
機器の簡易固定

据置・持運び型
(カート上)

カートに置き使用するもの
(心電計、脳波計、)

ストッパーの稼動確認。機器の落下、移動対策
カートの簡易固定

据置・持運び型
(作業台・床上)

作業台や床等に置かれ移動可能なもの
(臨床検査機器、身体測定機器等)

作業台の固定。機器の落下、移動対策
機器の簡易固定

据置・持運び型
(収納庫内)

家具に収納されているもの
(内視鏡等)

収納家具の耐震対策が必要
家具の固定、扉の耐震ラッチ設置等

１．施設電源の定期点検等で停電となる際に、災害時の停電に対する、体制を確認する

２．重要な機器には独自のバックアップ電源を準備する

３．定期的な点検とメンテナンスを実施する(消耗部材やバッテリー等の交換も重要)

４．医療機器の管理リストとチェックリストを作成し、機器の状況を把握しておく

５．機器毎の専門性が高いため、納品業者やメーカーと協力して耐震化を進める

耐震チェック

医療機器の耐震対策
POINT ○患者の生命維持・検査・診療に必要な機器を優先して守る

○地震時の移動や転倒対策、キャスターの固定基準を明確にする

○バックアップ電源を確保する
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どのような状態で使用され、設置されているかを把握し、機器の使用状況や種類に適した対

策が求められます。また、生命維持に必要な機器や大型で二次被害につながるような機器類は

優先的に対策を進める必要がある。

１．設置状況による分類と耐震対策

２．都市インフラ被害への対応

大地震時は電気、水道、ガスの供給が停止することを前提に、各機器のバックアップ体制を

確立する必要があります。またエネルギーの備蓄量により稼働時間が決まるため、災害時に稼

動させる機器の優先順位やエネルギーの供給方法等を事前に確認しておくことが重要です。

３．医療機器がもたらす被害

医療機器の破損や転倒等がもたらす被害状況を下表にまとめました。

影響度 タイプ 被害内容 医療機器の例

Ⅰ 危害型
機器の移動、転倒、落下による患者や職
員への人的危害

ICU等の天井懸垂ユニット
無影灯、天井走行装置等

Ⅰ-B
危害型
(管理系)

管理困難となり人的危害が生じる
RI(放射性同位元素)や廃棄等の関連
施設

Ⅱ 緊急型
機能停止により診療機能に影響
(患者の生命や診療判断に支障が生じる)

サーバー等の情報処理、人工呼吸器、
保育器、X線装置、CT･MRI、保冷庫等

Ⅲ 機能型
機能停止により診療機能に影響
(代替対応が可能で緊急性が低い)

医療ガス、モニター類、輸液装置、
各種検査機器、ME機器、薬剤類

Ⅳ 混乱型
地震の影響で周辺箇所を混乱に陥れる等
診療環境への影響が大きい

カルテ棚、収納棚、カート類



私たちは、阪神淡路大震災を契機に設立されたJARAC(建築耐震設計者連合)の取り組みを

引き継ぎ、2004年に内閣府の承認を受けたNPO法人(特定非営利活動法人)です。

NPO法人耐震総合安全機構(ＪＡＳＯ)とは

生活者の視点に立って、地震に対する安全性を総合的に捉え、安全な住環境を構築する。

ＪＡＳＯの理念

①地震の「揺れ」による一次被害だけではなく、火災や津波などによる二次被害への備えも重要であり、

建築・構造・設備の異なる建築専門家たちが協力して建築物の耐震化を総合的に捉える。

②耐震安全性のレベルは、建築物や地域を構成する部位の最も弱いところで決まるため、そこを見つけて改善

し、一段上の安全性を確保する。

耐震総合安全性とは

建築
(避難・居住性・法律)

構造
(骨組み)

設備
(ライフライン)

建築とまちの
安全性

参考資料 「ＪＡＳＯ医療施設の耐震化ガイド」[内部資料]
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1.総合耐震安全性に関する技術の調査研究及び開発
2.総合耐震安全性に関する技術情報の交流
3.総合耐震安全性に関する知識及び技術の普及
4.総合安全指針の作成
5.市民に対する住宅の耐震相談等の支援

その他の事業
1.総合耐震安全性の評価、判断
2.総合耐震安全性の診断及び改修設計等
3.耐震工法、製品開発への協力及び支援
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平山昌宏 耐震総合安全機構 JASO会員
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Japan Aseismic Safety Organization
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